
旧優生保護法国賠訴訟の最高裁判決に対する声明 
 

2024 年７月３日、最高裁判所大法廷は旧優生保護法が憲法に違反するとして、国

に賠償を命じる判決を言い渡しました。日本国憲法の施行１年後に制定された優生保

護法の違憲性が、76 年の時を経てようやく確定した歴史的瞬間でありました。 

 

日本ソーシャルワーカー連盟はこれまで、一連の旧優生保護法被害国賠訴訟に関し

て、旧優生保護法の下での優生手術は憲法違反であること、国策による「人生被害」に

対し、20 年という除斥期間を適用することは社会正義・公平に著しく反しており、被害

者の尊厳回復と救済の実現を訴えてきました。 

 

私たちソーシャルワーカーは人権と社会正義を原理とする専門職でありながら、過去

においてこの著しい人権侵害に対して無自覚に加担してきたことも事実です。そのことを

改めて猛省し、被害に遭われたすべての方々に謝罪申しあげ、未だ被害事実や救済の

対象となることを知らされずにいる方々への情報提供や支援を行ってまいります。また、

一刻も早い被害の救済・尊厳の回復に向けた補償制度の見直しを強く求めますととも

に、今回の判決を契機として、日本における優生思想の払しょくに向けて更なる取り組

みを進めていく所存です。 

 

2024 年７月 10 日  

 

日本ソーシャルワーカー連盟（JFSW）  

公益社団法人日本社会福祉士会  会長  西島  善久  

公益社団法人日本精神保健福祉士協会  会長  田村  綾子  

公益社団法人日本医療ソーシャルワーカー協会  会長  野口  百香  

特定非営利活動法人日本ソーシャルワーカー協会  会長  保良  昌徳  


